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平成 21 年６月６日 

各 位 
会 社 名 佐 藤 食 品 工 業 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長  吉松 明文 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード ２８１４）    

問い合せ先 専 務 取 締 役  湯原 善衛 

電 話 番 号 ０５６８－７７－７３１６ 

 

 

内部調査委員会による調査結果のご報告 

及びガバナンス体制強化の方針について 

 

 

当社は、平成21年４月30日付プレスリリース「内部調査委員会設置に関するお知らせ」でお知らせいた

しましたとおり、特別損失の計上に至った事実関係の確認及び問題点の究明、並びにコーポレートガバナ

ンスの強化を企図した組織編成や社内規程の整備、再発防止に向けた諸施策の策定に取り組むべく、内部

調査委員会を設置いたしましたが、このほど、同委員会の調査結果報告書（「報告書」）が当社監査役会

に提出されたことを受け、その内容を以下のようにご報告いたします。 

また、当社は、当該調査結果を真摯に受け止め、コーポレートガバナンスを強化する組織編成を行うこ

とといたしました。具体的には、近日中に開催する取締役会で決議することを考えておりますが、取り急

ぎその基本方針についてご報告いたします。 

 

1 内部調査委員会の調査 

(1) 調査事項 

① 資金運用（CP・社債の購入）の妥当性について 

② ファイナンス（自己株式処分・株主割当・第三者割当）の目的とファイナンス後に行われた資金運用

の実態との整合性 

③ 第三者による新株式発行（2007年８月14日実施）が経営権の委譲を目的としていないか 

 

(2) 上記の各調査事項に対する調査結果は、以下のとおりです。 

① 平成19年９月12日の取締役会において余剰資金の運用が決議されているが、この決議が合理的な経営

判断に基づくものとは認めがたく、その後のCP・社債の購入についても妥当性は認めがたい。 

② ファイナンスの目的とその後の資金運用の実態との整合性は認めがたい。 

③ 増資の目的は、SFCGグループの持株比率を50％超（50.41％）にする狙いがあった可能性が高く、SFCG
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による経営権の獲得が目的であったと強く推測される。 

 

(3) 但し、上記調査結果につき補足しますと、報告書では、自己株式処分、株主割当増資、及び第三者割

当増資による合計調達額約61億円のうち約42億円は第三工場第2期工事(抽出・乾燥設備の建設)に充

当され、残額については、本社工場設備投資に4億5000万円、第二工場の設備資金に5億円、運転資金

に約9億6600万円をそれぞれ充当するとされていたところ、平成19年3月期及び平成20年3月期の有価

証券報告書(「設備の状況」3「設備の新設、除却等の計画」)では、第三工揚第2期工事の支払額は1

億3000万円に留まっていたことを捉えて、ファイナンスの目的とその後の資金運用の実態との整合性

は認めがたいとしておりますが、当社は、以下のとおり、第三工揚第2期工事を含む設備投資に合計

金2,811,865,043円を費やしております。第三工場第2期工事が当初の想定外の事情によりその進行が

遅延していることにより、支払が進んでおりませんが今後も工事の進行に応じて支払に充当していく

予定に変わりはありません。 

事業年度      期間      設備投資額（円） 

53期  平成18年4月～平成19年3月  509,045,384  

54期  平成19年4月～平成20年3月  328,239,584  

55期  平成20年4月～平成21年3月  1,817,251,625  

56期  平成21年4月～同年5月20日  157,328,450 

注： 上記設備投資額は各事業年度中の固定資産増加額（建設仮勘定及び無形固定資産を含む。）

から同年度中の建設仮勘定減少額（建設仮勘定を本勘定に振り替えた額。）を控除して算出した

額です。また、第56期は2ヶ月間のみの額です。 

 

(4) また、当社は、報告書に関し、株式会社ジャスダック証券取引所より、適時開示規則第６条第１項及

び第2項に基づき、以下のとおり報告及び開示を求められております。 

報告書における記載事項（①資金運用（CP・社債の購入）の妥当性、②ファイナンス（自己株式処

分・株主割当・第三者割当）の目的と同報告書に記載されているファイナンス後に行われた資金運

用の実態との整合性、③第三者割当による新株式発行（2007年8月14日実施）が経営権の移譲を目

的としていないか）に関して更に詳細な調査を実施し（ファイナンスが、適法・適式に行われたか

否かの調査も含む）、調査結果の一切について情報開示を行うこと。（特に、ファイナンスについ

て開示された資金使途及び実際の資金使途に関する一切の事項、開示された資金使途と実際の資金

使途が異なる場合にはその理由及びファイナンスによって調達した資金の実際の使用時期につい

て必ず調査及び情報開示を行うこと。） 

 

2 コーポレートガバナンスの強化を企図した組織編成 

当社は、以下の基本方針に従ったコーポレートガバナンスの強化を企図した組織編成を、近日中に取締
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役会にて決議する方針です。 

・ 内部調査委員会の上記調査結果を真摯に受け止め、経営体制を刷新し、業績向上および企業価値向上

を目指す。 

・ 取締役との兼任ではない執行役員の増員により、取締役相互間と監査役による取締役の監督体制に加

え、執行役員による取締役の業務執行の更なる適正化を図る。 

・ 役員の報酬を業績に連動させることによって、企業価値最大化に向けて経営陣の動機付けを図る。 

・ 取締役会規則・有価証券運用規程・稟議規程を改訂し、重要事項の決議要件を決議に参加できる取締

役の過半数から３分の２以上に加重する。 

・ ガバナンス評価委員会を設置し、取締役・監査役の選任、運営や業務執行のあり方に関してコーポレ

ート･ガバナンスの観点から定期的に評価を行うことにより、取締役・監査役を牽制する。 

 

 

 

※ なお、報告書の詳細につきましては、添付の「調査報告書」をご参照下さい。 

 

以 上 
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